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　わが国の法人数は1987年に178万社超に達しているが，その大部分は株式を非公開とする個人企業
に近い法人である。法人税法による中小法人の分類（資本金1億円以下）にほぼ対応させてこれを見
ると，1987年で全法人178万社のうち，約98％は中小法人と言うことになる。しかし中小法入と大法
人との実質的ボーダーラインはより高い水準にあると見るのが一層現実的であり，本来の株式会社的
体裁を整えた法人と呼びうるのは，ごく控えめに見ても1％に満たないものと思われる。したがって
中小法人の比率は99％を上回ると言っても過言ではないであろう。
　これらの中小法人は大法人と同様に法人税に従うが，法人税自体はもともと法人らしい法人を対象
としたものであることから，中小法人には状況に応じて優遇措置の準備やより厳格な制度の適用が必
要となってくる。加えて中小法人に適用される法人税と，このような中小法人とほぼ同規模の個人企
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業に適用される所得税との間のバランスを保持するような対応も要請されう。
　わが国の法人の圧倒的な数とその増加傾向は，法人化の規準の緩さと企業形態の選択に対して非中
立的な税制との当然の帰結であり，また，全法人の50％前後に達する欠損法人の存在という異常な現
象も，中小法人課税の不備と無関係とは言えない。さらに青色申告の個人事業主に適用される「みな
し法人税制」の導入も，これらの不合理やアンバランスに端を発していると考えられる。
　その意味で，中小法人や個人企業の課税上の取扱いがいかにあるべきかを問うことは重要であり，
本稿ではこのうち，特に中小法人に焦点を合わせて現行制度の問題点を検討して行くことにする。
1　日本の中小企業課税
　1－1　株式非公開法人の課税の実態
　1－1－1　中小法人の特質と法人課税
　1987年のわが国の総法人数178．3万社の内訳は（TABLE－1）に示した通りである。税法上の1億円
の線での中小法人と大法人の区分に従って企業の割合を見ると，資本金1億円未満の中小法人は全体
の97．5％，（株式会社の97．7％，有限会社・合名会社・合資会社の各々99．9％）で，資本金1億円以
上の法人は2．5％にすぎない1）。また，同族会社が170万社という圧倒的な数を示しているのも注目さ
れる。
　この表の組織区分について，資本金階級別により詳しく示したのが（TABLE－2）である。全法人の
うち，株式会社は53％にのぼり，有限会社と合わせると97％強の比率を占めている。また，最下位の
資本金階級を除くすべての階級において，株式会社の比重が圧倒的に高いことがわかる。
　税法上，中小法人と大法人との区分は，現在のところ，資本金1億円を目やすとしているが，課税
問題を扱う観点からすると，むしろ株式の公開・非公開の区別や同族会社か否かによる線引きが一層
有効であろう。それは中小法人の大部分が株式非公開法人や同族法人であり，それらの租税目的に係
　　　　　　　　　　　　　　　＜TABLE－　1＞　法人会社数の内訳
会社区分 同族・非同族区分
?
織 区 分
資本金区分同ta会社蕎縢継墜墾茎窪無雛その他
1億円未満 1，692，899
（99．6％）
　37，127
（79．2％）
　31，091
（86．0％）
（蹴1（覇鰯1⑲1｝謂　10，137
（97．3％）
計
1億円以上
計
　7，533
（O．4％）
1，700，432
　（100％）
　9，725
（20．8％）
　5，059
（14．0％）
217361
　，
（2．3％）
　　　　　　　　811（　　26610．0％）　（O．0％）（・・粥
46，85236，150［945，356789，316
（100％）　（100％）　（100％）　（100％）
　6，75 　　　 1，589
（100％）　（100％）
1，738，800
（97．5％）
　　278　　　　44，634
（2．7％）　　　（2．5％）
10，415
（100％）
1，783，434
　（100％）
（注）　1）非同族の同族会社とは，同族会社でない法人を株主としたために同族会社となる法人となった
　　　　法人。
　　2）　国税庁企画課編r税務統計から見た法人企業の実態　　会社標本調査報告』昭和62年分，1988・
　　　　12．から作成した。
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＜TABLE－　2＞　組織別・資本金階級別法人数
葡離　一麺堕ヨ株式会祖有限会社銘会社1合飴社その他 合　　計
500万円未満
500万円以上～1，000万円未満
1，000万円以上～1億円未満
1億円以上～IO億円未満
10億円以上
　合　　　　計
（構　　成　　比）
413，233
211，383
299，004
18，533
3，203
945，356
（53．0％）
600，553
141，116
47，381
254
12
789，316
（44，3％）
5，647
501
602
8
6，758
（0．4％）
25，705
3，994
1，864
29
31，589
（1．8％）
4，797
1，661
3，679
273
5
10，415
（0．6％）
1，049，935
（58．9％）
　358，655
（20．1％）
　352，527
（19．・8％）
　19，097
　（1．1％）
　3，220
　（0．2％）
1，783，434
　（100％）
（注）　国税庁企画課編r税務統計から見た法人企業の実態』S．62年版による。
わる企業行動が，大法人よりも個人企業に近いと思われるからである。
　例えば，株式公開法人の場合，株式市揚での資金調達は極めて重要であるから，株主への配当を一
定以上に維持する必要がある。公表される企業収益も株式市場での評価に係わる重要な要因として認
識されていよう。法人がこのような制約を無視して租税軽減を優先させるインセンティブは見いださ
れない。
　ところが株式非公開法人の揚合には，資金源が主として留保に依存せざるをえないこと，および，
法人と株主の密接な利害関係の下で，配当の重複課税が強く意識されることなどから，配当よりも留
保の形態を選好する傾向が見られる。株式市場での資金調達のための条件を整備する必要がない上，
法人と株主が一体化していることから，中小法人は租税目的を優先させる行為と結びつき易い状態に
置かれてもいる。これらに加えて中小法人に対する各種の政策税制が，課税べ一スの算定や税額算出
に際して優遇的効果を持つことから，欠損化の傾向は強められると見てよいであろう。
　このように株式非公開法人の配当政策や課税所得の算定などに関する行動は，公開法人のそれと大
きな差異を持ち，むしろ個人企業に類似するが，現行制度は必ずしもこの点を十分に考慮に入れたも
のとはなっていない。
　1－1－2　わが国の中小法人税制の推移
　　（a）所得税法の下での法人課税
　1899年（M．32）改正の所得税法の下で初めて法人所得への課税が行われることになったが，中小法
人に対する配慮が出現したのは1904年（M．37）であった。
　この最初の中小法人軽課措置は，目露戦争下の非常特別税法による法人所得への増税に際して，21
人以上の株主を有する株式会社・株式合資会社と，「その他の法人」を区別し，後者に軽減税率を適
用したものであった。この軽減税率が所得金額に応じて8段階の累進構造で導入されたことは，中小
法人が個人に近いものと理解されていたことを反映しているように思われる。
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　　（b）同族会社の留保金課税一シャウプ勧告以前
　中小法人が同族会社として一般法人から明示的に区別され，その留保金に対して留保所得税を賦課
されることになったのは，1923年（T．12）である。これは個人類似の中小法人が配当よりも留保形
態を選好して個人レベルでの配当課税を回避する傾向のあることから，一定以上の留保額を株主への
「配当」とみなして個人レベルで総合課税しようとするものであった。
　しかしこの留保所得税は，3年後の1926年（T．15）に廃止され，通常の法人所得への加算税として
再導入され，一般法人にも課税されることとなった。
　1940年（S・15）に同族会社の留保金への加算税の適用対象が，持株会社等，直接事業活動を行わな
い法人に限定されることになった。この年，法人税の創設をみたが，これは従来の第一種所得税と法
人資本税を一本化したものであった。
　　（G）シヤウプ税制
　1950年（S．25）のシャウプ税制では，法人税を個人所得税の源泉微収と解釈する立場がとられ，
従来の独立的な法人税と配当への個人所得税にっいて，重複課税の調整が必要と考えられた2）。
　この調整策として導入されたのが，個人株主に対する「配当税額控除制度」であった。これは法人
所得が最終的には個人株主に帰属するとの認識に立って，法人の株主の負担となる法人レベルでの税
と個人レベルでの税の合計を，個人企業に課される個人所得税とバランスさせるねらいを持っていた。
　このねらいを徹底して追求しようとすれば，当然，留保部分についても調整が必要となる。未配利
潤の形態にとどまる限り，法人段階での課税に従うのみで，個人所得税を回避しうるからである。
　そこで留保部分に対する調整課税として，キャピタル・ゲイン税と留保積立金への利子付加税が導
入された。前者は法人留保の増大が株価の上昇に反映する点に着目して，株式売却時に実現したキャ
ピタル・ゲインに課税することによって，留保の個人帰属分に間接的に課税しようとするものであっ
た。これは株式売却時点で初めて課税できるに過ぎないと言う制約を持つことから，株式公開法人に
対してのみ有効である。
　この点を補う役割を果たすのが留保積立金課税である。これは未配利潤の場合に起こる所得税の延
納による節税効果を打ち消すために，留保額に毎年，利子相当分の課税を行なうもので，税率は2％
であった。
　同族会社に対しては，さらにこの上に，留保へのペナルティ的性格を持っ5％の特別利子税が追加
されて7％の留保積立金課税が行われることとなった。また，ここで規定された同族会社の範囲は，
株主1人の場合に30％以上，2人の揚合に40％以上，3人の場合に50％以上，4人の場合に60％以上，
5人の揚合70％以上の株式保有がなされている法人とされた。
　　（d）法人税率等の変更と配当軽課制度
　法人税は1952年以来，引き下げ一辺倒の減税政策をとってきたが，一転して1970年（S．45）に基
本税率を36．75％に引き上げ，さらに1974年（S．49），1981年（S．56）と引き上げが続づき，1984年
（S．59）には43．3％となったが，1987年（S．62），1988年（S．63）には引き下げられた。
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＜TABLE－　3＞　中小法人課税制度の推移（日本）
195Q　法人税率
（S25）配当税額控除制度導入
　　　キャピタル・ゲイン税導入
　　　留保積立金に利子付加税
　　　同族会社に特別利子付加税追加
1951　法人税率
（S26）一般法人の留保積立金税廃止
　　　同族会社の留保積立金税率変更
1953　キャピタル・ゲイン税廃止
（S28）留保金税の課税標準の縮小
　　　　　（控除制を採用）
法　人　一　般
法人税基本税率
留　保く配当〉
（その他の税率）
35％
（一般法人2％）
42％
中　小　法　入
軽税　減　率
留　保く配当〉
（適用年所得）
〔適用資本金｝
同　族　法　人
　留保金課税　（適用留保額）蝦鰍K
2％（50万円以下）
7％（50万円超）
5％
1954　留保金税改正（新規積立金課税に） 10％
1955　法人税率
（S30）法人税軽減税率導入
1957軽減税変更
（S32）
1958　法人税率
（S33）
1961留保金税に累進税率導入
（S36）
留保金税の課税標準縮小
（資本金・所得・定額控除）
支払配当軽課制度導入
1963　留保金税の課税標準縮小
（S38）（定額・所得規準控除）
1964　留保金税の課税標準縮小
（S39）　（所得規準控除）
　　　配当軽課制度
1965　法人税率（留保分）
（S40）留保金税の課税標準縮小
　　　　　（所得規準控除）
1966法人税率（留保分）
（S41）留保金税の課税標準縮小
　　　　　（所得・定額規準控除）
　　　軽減税率適用に資本金規準導入
40％
38％
38％　　　〈28％〉
〈26％〉
37％
35％
　　35％
（50万円以下）
（100万円以下）
　　33％
（200万円以下）
33％　　　〈24％〉
　　〈22％〉
（300万円以下）
31％
28％
〔資本金1億円以下｝
10％（3千万円以下）
15％（3千万円超）
20％（1億円超）
〔K：25％〕
｛Y：10％｝
｛T：50万円｝
｛T：100万円｝
〔Y　15％｝
｛Y：20％1
〔Y：25％〕
｛Y：30％｝
〔T：150万円｝
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（TABLE－　3　っづき）
1970　法人税率
（S45）留保金税の課税標準縮小
　　　　（所得・定額規準控除）
1972留保金税の課税標準縮小
（S47）　（定額規準控除）
1973留保金税の課税標準縮小
（S48）　　（定額控除）
1974法人税率
（S49）軽減税率の適用拡大
　　　留保金課税標準の縮小
　　　　（定額控除）
　　　会社臨時特別税導入
1975　配当軽課税率
（S50）軽減税率の適用拡大
　　　留保金課税標準の縮小
　　　　（定額控除）
1981法人税率
（S56）軽減税率の適用拡大
1984　法人税率
（S59）
1987　法人税率
（S62）
1989　法人税率
（H1）
37．75％
40％　　　＜280／o＞
（10％）
〈30％〉
42％　　　〈32％〉
43．3％　　〈33．3％〉
42％　　　〈32％〉
40％　　　〈35％〉
（600万円以下）
（700万円以下）
30％　　　〈24％〉
（800万円以下）
31％　　　〈25％〉
30％　　　〈24％〉
29％　　　〈26％〉
〔Y：35％｝
｛T：200万円｝
｛T：350万円｝
〔T：500万円｝
〔T　1000万円｝
｛T：1500万円｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37．5％1990法人税率一本化
（H2）軽減税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28％
　一方，配当軽課税率は1961年（S．36）に導入されて以来，基本税率とほぼ同方向に変更されてき
たが，ついに1990年（H．2）に廃止されることになった。税率は約30年ぶりに一本化され37．5％とな
る。この間，1974年（S．49）に10％の会社臨時特別税（法人税額5億円，または資本金の20％相当額のい
ずれか大きい方を超える部分に対して）が創設された。
　　（e）一般法人の留保金課税とキャピタル・ゲイン税の廃止
　1951年（S．26）の法人税法改正では，一般法人の留保積立金課税が廃止となった。しかし，同族
会社への留保金課税は，5％に引き下げられただけで存続することとなった。1953年（S．28）の改
正では，有価証券のキャピタル・ゲイン税が廃止された。シャウプ勧告の目指した法人・個人企業間
の課税の公平化は，この廃止と，1951年の一般法人の留保金課税の廃止によって放棄された。
　その結果，非同族の普通法人と個人企業との間だけでなく，一般法人と同族法人との間にも税負担
上のアンバランスが生ずることとなった。ただし，同族会社の留保金課税は，積立金のうち，100万円
（または払込資本金の25％相当額のいずれか多い金額）を上回る分について，課税されるように変更され
た。1954年（S．29）には，同族会社の留保税は，新規の積立額に1回限り，10％の税率で課税する
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制度に改正された。
　　（f）法入税軽減税率の導入と経過
　1955年（S．30），法人税率が40％に引き下げられたのと前後して，年所得50万円以下の法人に対し
て，35％の軽減税率を適用することとした。中小法人への配慮から，複数段階税率の導入に踏み切っ
た点が注目される。
　1957年（S．32）に，軽減税率の適用範囲が年所得100万円に拡大されたのに続いて，法人税率の変
更とかかわりなく，一貫して適用所得が引き上げられ，1981年（S．56）には800万円となり今日に至
っている。1966年（S，41）には軽減税率の適用条件に，資本金規準（1億円以下）が追加され，税
率も28％（いずれかの条件を欠く場合には35％）に引き下げられた。
　税率は基本税率とほぼ歩調を合わせるように変更されているが，1970年（S．45）と1974年（S．49）
の基本税率の上昇時には，軽減税率は据え置かれた。1990年（H2）4．月以降の事業年度について，
軽減税率は28％に一本化される。
　　（9）留保金課税の改正一シャウプ勧告以後
　1961年（S．36），税負担のアンバランスの是正のため，同族会社の留保税に3段階の累進税率（3000
万円までは10％，1億円までは15％，1億円超は20％）が導入された。課税べ一スも，〔当期留保マイナス
（ア）定額（50万円）〕（（ア）よりも，（イ）所得等の10％，ないしは，（ウ）〔資本金の25％一期末積立金〕の額が
多い時は，このうち最も多い金額を控除）となった。
　1963年（S．38）から1966年（S．41）までの毎年度と1970年（S．45），1973年（S．48），1974年（S．
49），1975年（S．50）に同族法人の留保所得税のタックスベースが縮小され，税負担の軽減が図られ
た。1989年（H．1）現在，課税べ一スを算定する際の控除額は，（ア）定額規準で年1500万円，（イ）所
得規準で所得の35％，（ウ）資本金規準で資本金の25％から期末積立金を差し引いた額となっている。
　1－1－3　中小法人税制における優遇的取扱
　現行法の下で中小法人が課税上どの様に扱われているかを，一般法人および個人企業と比較しなが
ら見てみよう。中小法人は，一方において，保護・育成的な観点および個人企業との均衡化と言う観
点から，一般法人と比べて課税上優遇的な取扱をうけている。しかし，他方では，同族的・閉鎖的な
企業形態を利用した租税回避を防止する観点から，一般法人よりも厳格な取扱に従ってもいる。この
二側面について，まず優遇制度から見てゆこう
　　（a）軽減税率
　軽減税率が最初に導入されたのは，1955年（S．30）であった。その狙いは大法人との課税上のバ
ランスの回復であった。つまり，シャウプ税制当初の35％の法人税率は，朝鮮動乱による特需ブーム
を背景に，1952年（S．27）に42％へと引き上げられたが，翌年，これを相殺するような租税特別措
置の創設が図られ，この特別措置が特に大法人優遇的な効果をもったことから，1955年の法人税率引
き下げに際しては，中小法人への適用税率を35％へと一層大幅に引き下げざるをえなくなった3）。こ
の時，協同組合および公益法人向けの税率も，35％から30％に引き下げられ，法人税は複数税率の時
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＜TABLE－　4＞　法人税軽減税率の推移
事業　年度区　　　　　分
1950（S．25）
1952（S．27）
1955（S．30）
1957（S．32）
1958（S．33）
1961（S．36）
1964（S．39）
1965（S．40）
1966（S．41）
1970（S．45）
1974（S．49）
1975（S．50）
1981（S．56）
1984（S．59）
1987（S．62）
1989（H．1）
1990（H．2）
軽　　　減　　　税　　　率
適用所得割鞭分　配当分
年50万円以下
年100万円以下
年200万円以下
年300万円以下
資本金1億円以下
年600万円以下
資本金1億円以下
年700万円以下
年800万円以下
33％
31％
28％
30％
31％
30％
29％
35％
33％
28％
24％
22％
24％
25％
24％
26％
基　本　税　率
留保分
　B
配当分
38％
　37％
　35％
36．75％
40％
　42％
43．3％
　42％
　40％
35％
42％
40％
38％
37．5％
28％
26％
28％
30％
32％
33，3％
32％
35％
軽減割合
（B－A）／B
12．5％
13．1％
13。1％
16．2％
20．0％
23．8％
30．0％
28．6％
28．4％
28．6％
27．5％
23．5％
代へ移行することとなった。
　この度の税制改正によって，1990年（H．2）4月以降に事業年度が開始し資本金1億円以下でかつ
年所得800万円以下の中小法人には，28％の軽減税率が適用される。この税率は，基本税率37．5の約
3／4または75％水準にあたる。
　軽減税率の導入以来，基本税率と軽減税率は，およそ5％から12％ほどの格差を持って推移し，
1989年現在，9．・5％と比較的大幅なものになっている。この格差を基本税率に対する比率として捕ら
えて見ると，（TABLE－4）の最終欄「軽減割合」に示したように，軽減税率の導入当初の12．5％から
1989年の27．5％まで，1974年の30％をピークに次第に上昇してきていることがわかる。
　1987年（S．62）の軽減税率適用所得金額は，資本金1億円未満の法人が5，272億円，1億円超の法
人が2兆1，490億円で，総額が2兆6，760億円であり，法人申告所得総額34兆1，516億円の7．8％に相当
する。なお，1983，84，85，86年の軽減税率適用所得の申告所得総額に対する割合は，それぞれ9．6，
9．0，8．4，9．0％と1割に迫る比率となっている。
　　（b）貸倒引当金
　債権の貸倒れ損失の予想額について，一定限度まで損金として控除可能とする「貸倒引当金制度」
は，シャウプ税制当初に創設された「貸倒準備金制度」を受け継いだものである。損金への繰入れ限
度額は，事業の区分に応じて，3／1000から13／1000までと定められているが，1969年以降，資本金1
億円以下の法人の繰入れ限度額は，通常の率の16％増しとなった。
　引当金・準備金は，未発生の予想費用の早期計上と言う性格をもつことから，予想計上額が実際に
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＜TABLE－5＞　中小・大法人別の貸倒引当金
年次
規模別
1976（S．51）
1977（S．52）
1978（S．53）
1979（S．54）
1980（S．55）
1981（S．56）
1982（S．57）
1983（S．58）
1984（S．59）
1985（S．60）
1986（S．61）
1987（S．62）
中　小　法　人
残高（伸び率）
　億円　　％
8，034
8，131　（L2）
8，697　（7．0）
9，480　（9．0）
9，705　（2．4）
9，744　（0．8）
8，396　（－13．8）
8，046　（－4．2）
8，430　（4．8）
7，881　（－6．5）
7，377　（－6。4）
7，617　（3．3）
大　　法　　人
残高（伸び率）1
合
（伸び率）
計
　　億円　　％
20，647
21，622　（4．7）
21，952　（1．5）
23，741　（8．2）
24，339　（2．5）
25，091　（3。1）
24，048　（－4．2）
24，046　（0．0）
22，846　（－5．0）
23，363　（2．3）
22，561　（－4．3）
24，415　（8．2）
　　億円　　％
28，681
29，753　（3．7）
30，649　（3．0）
33，221　（8．4）
34，044　（2．5）
34，835　（2．3）
32，444　（－6．9）
32，092　（－1．1）
31，276　（－2．6）
31，244　（－0．1）
29，938　（－4．2）
32，032　（7．0）
（注）　1）　資本金1億円未満を中小法人，1億円以．ヒを大法人とした。
　　　2）　国税庁企画課編r税務統計から見た法人企業の実態』各年分より作成。
発生する損失額と一致する保証はない。この不一致は，しばしば予想額の過大計上の形で現れるが，
それは，計上額が多額であれば，予想の困難な未来損失に対して十分に備え得るとの理由によるもの
であろう。
　しかし過大計上は，当期の課税べ一スを縮小して税負担を一時的に減少させ，損失発生時点までこ
の差額の税負担分の納税を延期させる効果をもつ。この点はしばしば問題視されてきたが，法定繰入
れ率は実績率をかなり上回る水準に設定され，ようやく1979年になって引き下げられた。
　（TABLE－5）は，貸倒引当金の期末残高の推移を，中小法人と大法人とについて見たものである。
伸び率では，中小法人への優遇的取扱にもかかわらず，1978，1979および1984年を除いて，中小法人
よりも大法人の引当金残高の方が高くなっている。また，中小法人の引当金残高の絶対水準は，すべ
ての期間にわたって引当金残高総額の3割弱で，全法人の2．5％を占めるにすぎない大法人のそれが
7割強を占めている。
　一方，貸倒引当金の利用率を資本金階級別に見ると，（TABLE－6）に示したように資本金階級が1
億円以下の層で約19％から約45％となっており，1億円以上の揚合の約70％から約87％の水準と比較
して極めて低率であることがわかる。
＜TABLE－6＞　貸倒引当金の利用割合
　　　　　　　　500万円未満
1986（S．61）
1987（S．62）
18．5％
18．6
500万円以上
1000万円未満
28．8％
29．1
1000万円以．ヒ
1億円未満
44．9％
44．4
1億円以上
10億円未満
69．6％
68．9
10億円以上
87．2％
86．4
合
???
26．2％
26．5
（注）　国税庁企画課編r税務統計から見た法人企業の実態』S．61，62年分より作成した。
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　　（c）特別償却，税額控除および準備金
　中小法人を対象とした租税の減免制度のなかで，特別償却または税額控除やこの2つからの選択と
言う形式がよく用いられる。
　「中小企業技術基盤強化税制」は，中小企業者の試験研究費について認められている〔研究費増加額
の20％の税額控除〕と，〔試験研究費の6％の税額控除〕との選択適用を認めるものである。
　「中小企業新技術体化促進税制」は電子機器利用設備について，「中小企業等基盤強化税制」は基盤
強化に関連する特定の設備について，それぞれ初年度30／100の特別償却または取得価額の7％の税額
控除を選択させる。
　中小小売商業等の近代化を目的とする，共同利用施設または店舗用の建物等について，8／100の特
別償却が，中小法人の製造業・建策業に関する機械装置（160万円以上）について，初年度14／100の
特別償却が認められる。このほか，構造改善計画等にかかわる機械等には，5年間に24／100の割増し
償却が，構造改善等事業用共同施設に初年度19／100の特別償却が認められている。
　これらは中小企業の基盤強化や近代化の促進などを狙いとするものであり，中小企業に対する保護
＜TABLE－7＞　租税特別措置による減収額
年　　次 規 模 特別償却 準　備　金 税額控除 合計（比率）
1976（S．51）
1979（S．54）
1982（S．57）
1985（S．60）
1987（S．62）
1988（S．63）
1989（H．1）
???法??小??
???法??小??
???法??小??
???法??小??
???法??小??
???法??小??
???法??小??
　　億円
　800
　700
1，500
　780
　620
1，400
　720
　490
1，210
　740
　660
1，400
　750
　510
1，260
　680
　410
1，090
　830
　610
1，440
170
410
580
億円
90
330
420
70
350
420
50
550
600
40
720
760
30
820
850
50
850
900
50
210
260
億円
???」?
80
490
570
　820
1，240
2，060
1，050
1，480
2，530
1，120
1，510
2，630
1，140
1，590
2，730
　億円　　％
1，020　（43．6）
1，320　（56．4）
2，320（100）
　980　（43．3）
1，280　（56．6）
2，260　（100）
　870　（39．5）
1，330　（60．5）
2，200　（100）
1，610　（39．7）
2，450（60．3）
4，060　（100）
1，840　（40。3）
2，710　（59．6）
4，550　（100）
1，830　（40．0）
2，740　（60．0）
4，570　（100）
2，020　（39．8）
3，050　（60．2）
5，070　（100）
（注）　1）　資本金1億円以下を中小法人，1億円超を大法人に分類している。
　　2）減収額は平年度減収額を用いている。
　　3）　大蔵省調べにより作成した。
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・育成的政策と言えるが，これに加えて大法人にも利用可能な特別償却がある。
　準備金・引当金には中小企業の貸倒引当金の特例等のほか，法人一般にも適用される海外投資等損
失準備金，電子計算機買戻損失準備金，異常危険準備金などがある。
　税額控除には，中小企業を対象とした「特定電子機器利用設備投資促進税制」や，「中小企業等基
盤強化税制」などと，適用対象のより広い「試験研究費の税額控除」，「経済社会エネルギー基盤投資
促進税制」，「技術等海外所得の特別控除」などがある。
　（TABLE－7）は，租税特別措置によるこれらの特別償却，準備金，税額控除に関する減収額の推移
を示している。この表から注目されるのは，中小企業向け特別措置の項目数の多さにもかかわらず，
中小法人の減収額の割合が40％前後と，意外に低いことであり，一握りの大法人のそれが60％と言う
より高い水準にある点である。
　　（d）交際費
　交際費の損金不算入制度は，1954年に創設された。これは，資本金500万円以上の法人を対象に，交
際費の一定割合を課税べ一スから除外する制度であった。1957年には，資本金1000万円以上の法人に
と対象が縮小されたが，1961年には，逆に対象は原則として全法人にと拡大されて今日に至っている。
　この間，損金不算入割合は徐々に高められ，1982年には原則100％の不算入となった。ただし，特
例として資本金5，000万円以下の法人に対しては年300万円，1，000万円以下の法人に対しては年400万
円の定額控除がある。この特例は，中小法人への優遇税制の典型として議論を呼んでいる。
　　　　　　　　　　　　＜TABLE－8＞　中小法人の交際費の特例の効果
1981（S．56）
1982（S．57）
1983（S．58）
1984（S．59）
1985（S．60）
1986（S．61）
1987（S．62）
支出総額　　A
　　　億円
22，717
（10，350）
23，621
（11，214）
23，538
（11，691）
24，040
（12，162）
25，835
（12，669）
26，350
（13，098）
28，321
（13，541）
損金算入限度額
　　億円
51，772
　（326）
53，215
　（336）
53，828
　（22）
55，350
　　（0）
56，492
　　（0）
57，885
　　（0）
60，625
　　（0）
損金不算入額
　　B
　　　億円
　5，270
（8，740）
　5，407
（9，506）
　6，395
（11，539）
　6，710
（12，162）
　7，592
（12，669）
　7，499
（13，098）
　8，243
（13，541）
損金算入額
　A－B
億円
17，447
　（326）
18，214
　（336）
17，143
　（22）
17，330
　　（0）
18，243
　　（0）
18，851
　　（0）
20，078
　　（0）
損金算入率
（A－B）／A
76．8％
77．1
72．8
72．1
70．6
71．5
70．1
（注）　1）数値は1億円未満の法人についてのものであるが，括弧内は1億円以上の大法人に関する数値である。
　　　2）国税庁総務課編r税務統計から見た法人企業の実態』各年版より作成した。
　（TABLE－8）は，中小法人の交際費支出について，特例による損金算入額分を示したものである。
各年の損金算入交際費は，交際費総額の70％を上回る水準にあり，1987年（S．62）分で見ると2兆
円が非課税となっている。
　1－1－4　中小法人税制における非優遇的取扱
　　（a）留保金課税制度
　すでに述べたように，同族会社の留保金課税は，1923年（T．12）に導入された「みなし配当課税」
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を出発点とする。その後1926年（T．15），一般法人を対象とする法人所得税の加算税に変わり，1950
年（S，25）のシャウプ税制で留保積立金への利子付加税となった。しかしこれも1年限りで廃止さ
れ，再び同族会社のみを課税対象とする制度となった。1954年（S．29）には，留保積立金課税に代
わって，各事業年度に新規に積立てられた留保金部分に対して課税されるよう改正された。
　すでに示したように，現在のところ，各年度の留保所得金額から，（ア）1，500万円，（イ）所得の35
％，（ウ）資本金の25％マイナス期末利益積立金のうち，最も多い金額を控除した残額に対して，3000
万円以下に10％，3，000万円超から1億円までに15％，1億円超に20％の税率で課税される。この方
式は，1961年の改正以来定着している。この税は，同族会社のみを対象とした内部留保にかかる加算
税であり，留保形態を維持することによって個人所得税を回避する閉鎖的法人へのペナルティ課税と
見てよいであろう。
　　　　　　　　　　　　　＜TABLE－　9＞留保金と税額
1981（S．56）
1982（S．57）
1983（S．58）
1984（S．59）
1985（S．60）
1986（S．61）
1987（S．62）
?
族 会 社
留保金額　課税留保金額　留保税額
　億円40，876
40，358
44，654
42，957
46，030
45，493
56，473
　億円
3，248
3，292
3，911
3，192
3，449
3，246
4，535
億円396
398
529
379
423
395
557
非同族会社
留保金額
　億円59，178
58，159
58，444
69，783
72，153
70，811
83，511
　　　　　　　（注）　国税庁総務課編『税務統計から見た法人企業の実態』
　　　　　　　　　　各年版より作成した。
　（TABLE－9）に見られるように，同族会社の留保金は1987年分について5兆6，473億円にのぼるが，
そのうちの8％に相当する4，535億円が留保金課税の対象になっている。留保税額は575億円で法人税
収総額の0．4％強にすぎないが，非同族法人が持つ同族法人の1．5倍程の留保金について非課税である
ことを考え合わせれば，その政策的効果は決して小さくないはずである。
　　（b）役員の範囲と報酬・賞与等の取扱
　法人役員の賞与，退職給与のうち損金経理をしなかった部分，および損金経理した部分で不相当に
高額の分，そして報酬のうち不当に高額の部分は，課税所得算定に際して必要経費とは認められな
い。これらは，むしろ企業と利害をともにする者に対する所得分配であると判断されている。ここで
は，役員の範囲が重要なポイントとなるが，同族法人の場合には，「使用人や株主」と特殊な関係を
もつ親族等，「事実上の役員」も含められている。
　前者は使用人のうち，使用人兼務役員でない者で，実質的に経営に従事し，持株割合の50／100以上
の株主グループに所属し，所属する株主グループの持株割合が10％を超え，当人の持株割合が5％を
超える者である4）。
　後者は，株主の親族，事実上婚姻関係にある者，使用人や株主等の金銭または資産で生計を維持し
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ている者，彼らと生計を一にする親族を意味している。
　同族法人の役員の範囲をこのように拡大して解釈することは，一般法人の場合よりも同族法人を課
税上，厳しく取り扱っているといえる。
　　（c）同族会社の行為計算否認制度
　同族会社は，3人以下の株主（同族関係者を含む）の保有株式または出資金が，発行済株式総数または
出資額の50％以上を占める会社である。ここでは一般に構成員たる社員と法人とが密着していること
から，法人税軽減・回避が容易に行なわれがちであると見られている。これをチェックするために，
税法では「法人税の負担を不当に減少させる結果となる」ような行為や計算を否認し，課税標準，欠
損金額または法人税額を新規に計算し直せるよう規定している。
　「法人額を不当に減少させる」行為や計算の判定規準は，営利法人としての経済的合理性の有無に
よるのが妥当と考えられている5）。これまで行為・計算否認規定の適用対象となった事例には，無利
息貸付，資産の無償または低額譲渡，資産の高価買入れ，債務の無償引受，債権放棄，役員の報酬・
賞与・旅費，従業員の給与または旅費などがあるが，特に役員報酬や賞与に関する事例が多い6）。
　同族法人の租税軽減行為が，この規定によって否定されるのに対して，非同族法人のそれは個別否
認規定によって否定されるにすぎず，両者の取扱には大きな格差が見られる。
2　諸外国の中小企業課税
　2－1　アメリカの場合
　2－1－1　中小企業の形態
　アメリカの企業は，（TABLE－10）に見られるように1987租税年において，1，256万にのぼる個人
企業と，190万に近いパートナーシップ，そして370万に達する法人企業とから構成されている。法人
企業のうち，雇用労働者数が500人以上の大規模法人は約7，000社に過ぎず7），大部分は中小法人で占
められ，日本と同様の「法人成り」問題の存在が容易に想像される。
　このほか非法人形態として，trusts，　limited　partnerships，　syndicates，　joint　venturesなどが見られ
るが，これらが法人企業的な特微を持つと判断されるときには，‘ass㏄iation’に分類される。　association
は税法上，法人に含まれることになっている。この分類に際しては，次のような法人的特徴を示す項
目についてのテストが行なわれる。
　　　　1）複数の構成員（associates）をもつこと
　　　　2）事業経営，利益分配を目的とすること
　　　　3）事業が継続すること
　　　　4）　経営が集中していること
　　　　5）有限責任であること
　　　　6）持分に譲渡性があること
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＜TABLE－10＞　アメリカの企業納税申告件数
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
法人企業（Corporations）
　千社
2，679
2，813
2，913
3，078
3，167
3，437
3，577
3，698
パートナー
シップ
（Partnerships）
　千社
1，402
1，458
1，553
1，613
1，676
1，755
1，807
1，870
個人企業（非農）
（Nonfarm　Sole
Proprietorships）
　千社8，944
9，345
9，877
10，507
11，327
11，767
12，115
12，566
合 計
　千社13，022
13，616
14，343
15，198
16，170
16，959
17，499
18，134
　　　　　　　（注）　1）1987年の数値は概数である。
　　　　　　　　　　2）　U．S．　Department　of　Treasury，　Internal　Revenue　Service，
　　　　　　　　　　　　SOI（Statistics　of　Income）Bulletein，　Spring　1989．　The
　　　　　　　　　　　　Stete　of　Small　Business：AReport　of　the　President，1988．
　これらのうち3，4，5，6が特に重要であり，そのうちの3項目が適合すればassociationとなり
法人税の適用を受けることになる8）。
　個人企業形態の一般的メリットは，登記，申告などの煩雑な手続きなしに設立できること，．企業主
が事業の全支配権を掌握しうる点にあり，他方，そのディメリットは，企業主が無限責任を負わなけ
ればならない点，資金調達に限界のある点に見いだされる。
　パートナーシップは，複数の個人が共同出資して経営する企業形態であり，債務および利益の持ち
分は各パートナーに帰属する。その一般的メリットは，共同経営による資金上，経営効率上の有利
性，および責任の分担化のほか，パートナーの死亡後の事業の継続可能性等に求められる。だが，通
常は個人企業と同様に無限責任を負わなければならない。
　法人企業のメリットは，株主の責任が有限であること，特定の出資者に経営の権限が集中しうるこ
と，事業を継続する上で優れていること，株式が譲渡可能であり資金調達が容易であることなどであ
る。これらの点は，しかしながら，中小企業にとって必ずしもメリットとはなり得ない。同族的，閉
鎖的な中小法人の場合，株式の譲渡性が極めて限定的であるため，株式市場での資金調達は困難であ
り，企業主の死亡などによるダメッジから事業は中断の危険に晒されがちである。
　しかし，いずれの企業形態を選択するかは，企業課税制度を考慮に入れることなしには語ることは
できない。そこでアメリカの企業形態別の課税制度を比較して見よう。
　2－1－2　企業形態と課税制度
　　（a）個人企業とパートナーシップ
　個人企業課税の特徴は，通常的・必要的（ordinary　and　necessary）経費を控除した全所得に個人所
得税が課されること，経費控除には合理的な額の報酬・給与カミ含まれることである。所得の範囲や経
費の内容に関する解釈は，パートナーシップや法人の揚合とコンシステントとなっている9）。
　パートナーシップは，その事業から生ずる所得の単なる導管（conduit）として，団体としての課税所
得や各パートナーへの分配などに関する申告を行なうが，独立の課税主体とはならない。パートナー
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は分配が現実に行われたか否かにかかわりなく，その持分に相当する所得について納税義務を負うこ
とになっている。法人企業と比較して税負担上の有利な点は，組合員の課税所得算定に際して，投資
損失を含む損失について他の所得からの控除が認められる上に，家族組合であれば，家族間で所得を
分割しうることである。
　　（b）法人企業
　法人企業は，アメリカ連邦所得税制度の下では，株主とは独立した団体として課税される。企業利
潤のうちの配当部分は，株主の所得に合算されて改めて課税されることになる。企業と株主が一体化
した中小法人にとっては，この取扱は二重課税と認識され，法人形態のディメリットと理解されよ
う。投資損失が株主レベルでの控除項目のなかに入れられないことも不利な点に数えられうる1°）。
　しかし，中小法人にとって，いくつかのメリットも存在すると考えられる。まず配当以外の形態で
企業利潤を取り扱いうる点が挙げられる。企業利潤を留保形態にとどめ置くことによって，配当にか
かる個人所得税を回避することができる。また，配当の代わりに，株主たる役員への報酬・給与や低
率・無償貸付の形態で，あるいは従業員株主へのフリンジ・ベネフィット（fringe　benefit＝住居・食
事・旅費・交通費・医療サービス・退職手当・恩給退職年金など）の形態で，所得を分配することも可能と
なる。これらは必要経費として，法人の課税所得から控除され得る。
　以上のように，中小企業が法人形態をとる場合，配当に関する二重課税問題と云うディメリットと
税負担軽減的な操作が可能になると言うメリットがある。ある企業にとって非法人企業形態への転換
が有利になるような税制は，企業形態の選択上，非中立的な税制と言わざるをえない。アメリカでは
このような問題を早くから意識して，ユニークな対応が試みられてきた。
　rS法人課税制度」は，中小企業の実態に即して，二重課税の排除などの保護的対応を考慮しなが
ら，租税回避の道を封じようとするものである。このほか，不当な内部留保に対する「留保利益税」
（accumulated　earnings　tax），受動的投資活動（passive　investment　activity）に関連する留保に「人的
保有会社税」（personal　holding　company　tax）および，非配当形態を装った事実上の分配（disguised
dividends）に対する「みなし配当課税」などがある。
　2－1－3　閉鎖的法人の課税制度
　　（a）選択税制の導入
　中小法人に対しては，アメリカでは早くから軽減税率が適用されてきたほか，非法人の企業形態と
のバランスを考慮した選択的税制が置かれてきた。それはsubchapter　R　（みなし法人課税制度）と
subchapter　S（みなし組合課税制度）である。
　前者は，個人企業およびパートナーシップに対して，法人税に準じた税制の選択を認めるものであ
った（1954年創設）が，その利用が極く限られており実効性が小さかったため，10年間で廃止され
た。後者は，中小法人企業の所得を株主の所得とみなして，パートナーシップ方式で課税する制度
（1958年に導入）であり，現在，法人全体の約29％にあたる80万強が，この制度を選択している。わ
が国の中小企業課税問題を検討する際，なんらかの示唆や手がかりが得られると思われるので，この
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2制度を考察して見よう。
　　（b）subchapter　R制度
　この制度は，日本のいわゆる「みなし法人」課税制度に類似したもので，閉鎖的小法人との税負担
バランス上，個人企業やパートナーシップに対して法人税の選択を認めるものであった1’）。
　個人企業および組合が〈subchapter　R＞を選択しうる条件は，構成員数，総所得に占める事業所得
の比率などについてかなり厳しいものとなっており，これが選択企業数を極端に抑制する一因となっ
たと言われている12）。しかし，R法人制度を廃止に導いたより重要的な原因は，必要経費の認定上の
制約であった。事業主等の給与が経費控除となること，各種の経費控除が容易になること等は，この
制度を利用することのメリットであったが，本来の法人に適用される「年金・退職金計画」はR法人
には認められず，これがR法人の利用価値を低下させることとなった13）。このほか，医師，技師，弁
護士などの個人は，州法上の法人にはなれないが，組織を形成する事によってassociationと認められ
れば法人税を適用されたことから，みなし法人課税の魅力は一層うすいものとなった。
　　（c）subchapter　S制度
　この制度は，1958年法（The　Technical　Amendments　Act　of　1957）で成立したいわゆる「みなし
配当」課税の方式から，1982年法（Subchapter　S　Revision　Act　of　1982）のいわゆる「みなし組合」
課税方式へと内容を変えている。
　現行法のもとで小規模法人（small　business　corporation）がS法人となる条件は，株主数が35人以
下で，かつ一種類の株式のみを発行し，株主のなかに外国人，組合，法人を含まないこと，また，利
子，配当，証券譲渡益，賃貸料などのパシップ・インカム（passive　investment　income）が，総所得
の20％を超えないことなどである。この条件を充した上で，この制度の適用を選択した法人は，S法
人（Subchapter　S　Corporation　or　S　Corporation）となる。
　1982年法以前の「みなし配当課税」は，個人株主と一体化している閉鎖的法人の未分配利益＝留保
を，株主への配当として課税するものであった。そのねらいは，法人留保の形態で個人所得税を回避
しようとする道を封じ，個人企業やパートナーシップと法人など，異なる企業形態問での税負担のバ
ランスを図ることであった14）。
　しかし「みなし配当課税」は課税所得の算定上，従業員の給与やフリンジ・ベネフィットの経費控
除を認めるなど，基本的には法人に等しい扱いとされ，パートナーシップの扱いとの格差が大きかっ
た。また，現実の配当と「みなし配当」とに対する税負担が異なるために，租税目的によって配当率
が歪められるおそれもあった。
　このような難点をもっていた上に複雑な制度でもあり，結局，特に組合課税方式とのバランス化と
言う当初のこの制度のねらいは不成功に終わり，1982年の改正を待つこととなった。
　パートナーシップ課税方式（apartnership－like　pass　through　method）または「みなし組合」課税
方式は，小法人に対して法人形態のメリットの享受とともに，パートナーシップ的な課税所得算定方
式を認めるものであり，1982年のこの改正によって，〈Subchapter　S＞とパートナーシップ課税との距
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離はかなり接近した’5）。
　S法人課税制度は，法人税と個人所得税の統合（integration）によって，法人の不当留保や株主役員
への過大報酬など，非配当形態での所得分配による個人所得税の回避問題，あるいは配当重複課税問
題を解決するというメリットを持つ。つまり，法人所得を各株主に帰属させて課税するので，留保と
配当との税負担は同等となり留保へのバイアスは解消する16）。
　過大報酬等が費用性を否認され配当として扱われる場合，税負担の軽減の効果を失うのは当然であ
るが，費用として控除される場合でも，株主への帰属によって税負担は軽減しない。また，課税所得
の算定の際には，通常の法人形態には認められない「投資損失の所得からの控除」の利用に加えて，
フリンジ・ベネフィットについても，パートナーシップと同様の取扱を受けられる。
　　　　　　　　　　　　　＜TABLE－M＞　S法人の納税申告件数（U．　S．）
年 度
1970
1975
1980
1983
1984
1985
S法人企業　　　A
257，475
358，・413
545，389
648，267
701，339
724，749
全法人企業
　　B
1，665，477
2，023，647
2，710，538
2，999，071
3，170，743
3，277，219
S法人比率　　A／B
15．5％
17．7％
20．1％
21．6％
22．1％
22．1％
（注）　Internal　Revenue　Service，　SOI　Bulletin，　Spring　1989，　Table　13
　　　より作成した。
＜TABLE－12＞　新規法人化件数（U．　S．）
歴 年新規法人化数増加率 （企業開設数）　（増加率）
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
581，661
566，942
600，400
634，991
668，904
702，101
683，686
一2．5％
5．9％
　5．8％
　5．3％
　5。0％
－2．7％
92，161
90，757
100，868
102，329
244，387
252，111
232，948
1．5°／。
－1．5％
11．1％
　1．4％
3．1°／。
－7．6％
　　　　　　　　（注）　1）　The　State　of　Small　Business：AReport　of　The　President，1988，
　　　　　　　　　　　2）企業開設件数は，　Dun＆Bradstreet　Corporationのデータによる
　　　　　　　　　　　　　もので，そのうちの法人企業の割合は20％に過ぎない。
　（TABLE－11）に示したように，　S法人企業数は，1970年の26万社から1985年の72万社へと15年間で
2．8倍に増加している。特に80年代にはいってからの増大がめざましいが，これは1982年の〈Subchapter
S＞の改正に負うところが少なくないはずである。法人全体に占めるS法人の割合は，1970年の15．5％
から1985年の22％へと安定的な増加を示し，S法人がアメリヵの税法上の企業形態の1つとして定着
してきているように見受けられる。
　また一方では，（TAtBLE－12）に見られるように・法人化（incorporation）の件数がほぼ5％水準の伸
び率で進行しており，1987年に一2．8％と一時的にマイナスの伸び率を示しているものの，依然とし
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て高い絶対水準の「法人成り」を維持していることから，この傾向は当面は続行すると見てよいであ
ろう17）。
　2－2　イギリスの場合
　2－2－1　企業形態と課税制度
　　（a）個人企業とパートナーシップの課税
　イギリスの個人所得税制度の特徴は，最近の税制改革によって，早くから採用されてきた家族・世
帯単位の課税法式が，個人単位に切り替えられること（1990年以降），税率構造については，基本税
率25％と最高税率40％の2段階に簡素化されたこと，基本税率が納税人口のほぼ90％をカバーしてい
ることなどであるIS）。
　個人企業の課税所得の算定に際して，事業主やその共同経営者としての妻の報酬は費用とみなされ
ず，わずかに従業員としての妻の給与のみが控除対象となるに過ぎない。この点および個人課税単位
制への移行は，事実上，所得分割の制限を意味することから，法人形態への移行を促す要因となるか
もしれない。
　イギリスの税法においては，パートナーシップは個人から独立した法的な団体（an　entity）ではない
とされ，パートナーシップ単位で算定された所得税が，各パートナーに割り振られる。もしあるパー
トナーが税負担をしない場合には，課税当局は他のパートナーに支払を請求しうる。
　パートナーシップの課税所得を算定する際に，パートナー自身に対して支払われる報酬と利子，パ
ートナーとしての妻に対して支払われる報酬等を費用として控除することはできない。ここで注目さ
れるのは，報酬の受領者であるパートナーが雇用主として扱われ，利子が稼得所得として扱われるこ
とである。
　個人企業およびパートナーシップのある支出が，課税所得算出に際し費用として控除可能と認めら
れる条件は，それが完全に事業活動の目的のためのみに生じた（“wholly　and　exclusivelly”incurred
for　the　purposes　of　the　trade）費用であることとされている19）。
　　（b）法人企業の課税
　法人税率には，一般法人を対象としたフル・レイトのほかに，小法人を対象とした軽減税率が用意
されている。（TABLE－13）は1981年からの法人税率等の推移を示したものである。
　　　　　　　　　　　　＜TABLE－13＞　イギリスの法人税率等の推移
財政年度 1981 1982 ・983119841985 1986 1987 1988
標　準税率
軽減税率
限界軽減比率
ATC比率（所得税基本税率）
52％
40％
2／25
3／7
（30％）
52％
38％
7／200
　3／7
（30％）
50％
38％
1／20
　3／7
（30％）
45％
30％
3／80
　3／7
（30％）
40％
30％
1／40
　3／7
（30％）
35％
29％
3／200
29／71
（29％）
35％
27％
1／50
27／73
（27％）
35％
25％
1／40
25／75
（25％）
（注）　標準税率の適用は500，000ポンド超，軽減税率の適用は100，000ポンド以下
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　1986年の改正によって，法人税の基本税率は35％という低水準に引き下げられたが，年利潤額10万
ポンド以下（89年以降は15万ポンド）の小企業（small　companies）に対しては1988年度から25％の軽
減税率を適用している2°）。
　イギリスの法人税制度のユニークな点は，35％の基本税率がフルに適用される利潤額を50万ポンド
とし，10（15）万ポンドから50万ポンドの間の税率が25％から35％に徐々に上昇するように配慮して
いることである。ほかはインピュティション制度と法人税予納制度である。後者はインピュティショ
ン方式と整合的になるよう，法人支払配当と結びつけられた点に特徴がある。
　1958年に，法人の支払配当分と内部留保分に異なる税率で課税する制度を改め，税率の一本化に踏
み切った。さらに1965年には法人税に古典的システム（classical　system）を導入し，企業の税負担を個
人株主から切り離す方式に移行した。
　これは法人税率をフラットにし，株主段階では配当に対する個人所得税とキャピタル・ゲイン税を
課するものであった。後者，キャピタル・ゲイン税は内部留保課税の代替税である。簡素で理解しや
すい制度であったが，配当の二重課税問題つまり株式による資金調達と借入れによる資金調達とに
課される税の非中立性に対して批判を浴びる結果となり，1973年，インピュティション方式にとって
’替わられることになった。
　インピュティションは，法人と密接な利害関係をもつ個人株主を想定し，その受取配当の課税が重
複しないよう調整する制度である。企業が法人レベルで配当部分に関して支払った税は，株主の個人
所得税の前払いとみなされ，個人レベルでの課税の際に控除されることになる。
　法人が支払配当または市場価格以下での資産移転などの利潤分配を行なう場合，一定額の税を予納
しなければならない。これは予納法人税ACT（advance　corporation　tax）と呼ばれ，配当を受け取る
株主に代わって法人によって支払われる2D。法人税額が確定した段階でこの税額は控除されることに
なり，この時支払われる法人税の残額は法人税本税（mainstream　corporation　tax）と呼ばれている。こ
の予納制度は，インピュティションの下で株主への税の還付に備える必要から，税務当局が予め徴税
するものとして正当化されうる22）。
＜TABLE－14＞　ACTと法人税本税額
1975
1980
1981
1982
1983
1984
1985
ACT
　A
　899
2，031
1，872
2，114
1，849
2，862
3，864
法人税本税1合　計
　　B　　l　c
1，393
2，803
2，442
3，130
3，857
4，022
5，264
L 2，292
4，834
4，313
5，244
5，706
6，884
9，128
A／C
39．2％
42．0％
43．4％
40．3％
32．4％
41．6％
42．3％
（注）　Statistiques　des　Recettes　Publiques　Des　Pays　Membres　de　I’OCDE；
　　Revenue　Statistics　of　OECD　Member　Countries　1965－1986．
　　　より作成した。
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　（TABLE－14）に見られるように，　ACTは法人税総額の32．・4％から43・4％とほぼ30％～40％水準と
いうかなりの高水準にある。通常，ACTは4期に納税され，法人税の残額（MCT）は税額の確定する
事業年度の終了時から9カ月以内に支払われなければならない23）。ACTは当該企業の支払配当額に
ACT比率を乗じた額として算出される。所得税基本税率をBRとすると，　ACT比率（ACTR）は
　　　　ACTR＝BR／（1－BR）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
として導出でき，BRが25％の時には25／75となる。従って支払配当をDとすれば税額は
　　　　ACT＝D・25／75＝D／3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
となる。本税を上回わるACT超過額がある場合には，過去6年間の繰戻しか，または繰り越しが認
められている。
　2－2－2　中小法人に関連する課税制度
　　（a）法人税軽減税率
　25％の法人税軽減税率の適用範囲は1989年の改正で15万ポンドに拡大された。表面税率は25％と35
％の2段階であるが，15万ポンド超から50万ポンドの利潤の企業には，徐々に税負担が増大するよう
に25％から35の税率が準備されている。
　この中間領域の税額T肌は，上限利潤（現行50万ポンド）をUP，当該企業の年利潤をSP，これ
から算出した課税べ一スをTBとし，さらに限界軽減比率（marginal　fraction　for　fiscal　year）をMF
とすれば，次のように定式化されうる。
　　　　Tm・＝O．35・TB－〔（UP－SP）・TB／SP｝MF　　　　　　　　　　　（3）
（1）式に現行制度のUP＝　50万ポンド，　MF＝1／40を代入すると
　　　　Tm＝0．35・TB－｛（500，000－SP）TB／SP｝1／40　　　　　　　　　　　　　（4）
となる。（2）式の右辺第2項は，限界減税分（marginal　relief）と呼ばれ，法人税額の確定に際して正
規の3596相当税額から控除される。限界軽減税率については（TABLE－13）に示した通りである。
　　（b）インピュティション制度
　法人税と個人所得税が独立的に課せられる揚合，法人税引き後の利潤から行なわれる配当は，個人株
主の段階で受取配当として所得税に従うことになる。企業と直接的な関係を持たない株主とは異なっ
て，企業と密接に結びついた個人株主にとっては，これは二重課税として認識される。つまり法人と個
人とが一体化している中小企業にとって，この配当二重課税は法人形態における難点の一つであった。
　インピュティション方式はこの問題に応えるものである。この制度は，配当について法人レベルで
支払われた税負担を計算上，配当とともに株主に帰属させ，この税負担を株主の算出税額から控除す
る。法人が配当部分について法人税率で支払った税額は，株主の所得税の前払いとみなされるが，こ
の源泉徴収は基本税率に従って行なわれたものとされる。この比率はインピュティション率とよばれ
ている。
　インピュティシ昌ヨン率が所得税基本税率と同水準に設定されているのは，税務執行上の便宣のため
にほかならない。株主に適用される所得税限界税率が基本税率を上回る場合に限り税の追徴が行なわ
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れ，所得税限界税率が基本税率を下回る場合には税が還付されるが，大部分の株主は基本税率の適用
範囲内にあり，追徴や還付の件数は極く限定されるからである。
　インピュティションの導入によって配当の二重課税問題は取り除かれ，配当と留保の間の税負担の
アンバランスはある程度改善されることになった。このことは，個人企業の法人化を妨げていた問題
の1つが解決したことを意味する。
　　◎　インピュティションとACT
　インピュティション制度の下で，ACT特に超過ACTの取扱はどの様に考えられるべきであろう
か。このインピュティション方式を前提とすれば，法人税の一部分は個人株主の配当に対する所得税
の源泉徴収とみなされる。一方，ACTは法人が支払配当を行なう時に，この源泉徴収税の一部を予
納するものであると理解されうる。そうだとすれば，ACTとして支払われた税負担については，後
に追加納税すべき本税（mainstream　corporation　tax）がゼロと判明した法人であっても，返還請求し
うる根拠は見いだされない。
　1970年代と1980年代初期には，法人税本税（mainstream　corporation　tax）がゼロまたは極く少額の
ため，過去の相殺し切れない多額の超過ATCを抱えだ企業が相当数発生し，この救済されない税負
担の取扱をめぐる議論が高まった24）。
　イギリスの90万社ほどにのぼる法人企業のうち，その70％弱が赤字法人であることを考慮する時，
ACTの果たす役割は極めて重要であると言わざるをえない。また，この制度はイギリス同様に高い
比率の欠損法人をもつ日本にとっても示唆に富むものである。
　2－2－3　企業形態変更のインセンティヴ
　　（a）法人化のインセンティブ
　法人課税の場合と個人所得課税の場合との差異は，課税所得算定の際の雇用主または会社役員の報
酬と，事業主の報酬の取扱の違いに見いだされる。法人ではそれは課税所得の算定に際して控除項目
となり費用化できるが，個人企業やパートナーシップでは控除できない。つまり非法人では所得分割
が認められていないと言える。
　非法人形態の下で黒字であった企業が，法人化することによって役員報酬を控除して赤字に転ずる
可能性もあろう。このことを裏づけるように，イギリスには企業分割ないしは役員報酬の取扱を通じ
て作り出された欠損法人が多いとの指摘もある25）。
　インピュティションの導入も，法人税のもとでの配当二重課税を緩和したことから，法人化を促進
する要因になりうるであろうことは既に述べた通りである。
　小企業の設立を促進する目的で，最近，いくつかのタックス・インセンティブが導入されている。
その一つは法人税軽減税率の一層の引き下げであり，さらに効果的であったのは1983年に導入された
BES（Business　Expansion　Scheme＝事業拡張計画）であった。　B　E　Sは，非上場会社の株式の4万
ポンドまでの出資について，投資家の課税所得からの控除を認める制度である。この制度の創設によ
って，個人所得税の実質的限界税率は著しく低下したと言われている26）。
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　これらのインセンティブの下で，多くの小法人の設立や個人企業の法人化が助長されたであろうこ
とは想像に難くない。
　　（b）非法人化のインセンティブ
　逆に非法人化のインセンティブとなりうるのは，キャピタル・ゲイン税の存在や個人所得税率より
も高い水準への法人税率の設定である。しかしキャピタル・ゲインは所得に合算され所得税を課せら
れるようになり，1988年度には所得税率が基本税率25％，最高税率40％となったことから，法人・
非法人間の税率格差は，極くわずかなものとなった。しかもすでに述べたように，小法人には25％か
ら35％の段階税率が適用されることもあり，税率格差はもはや企業形態変更の誘因としてはそれほど
重要とは言えなくなっている。
　タックス・インセンティブ等の導入によって小企業や小法人の設立または法人化が進められる一方
で，「非法人成り」を容易化しようとする動きも一部に見られる。つまり，中小法人が「非法人成り」
（disincorporation）に対する税法上，会社法上の制約の除去を希望しているとして，法律改正を求める
運動があり，これに応えて歳入庁と貿易産業省は，「非法人成り」についてのレポートを作成・提示
するとともに，国民の見解を求めている27）。
　もし仮にこの「非法人成り」のための法的整備が行なわれ，その結果，「非法人化」の現象が「法人
成り」と平行して見られる程に一般化するなら，法人課税と非法人課税とのバランス化の実現の証左
と言って良いであろう。その意味でイギリスの今後の動きが注目される。
3　中小法人税制の問題点と展望
　これまでの考察から，わが国と同様にアメリカもイギリスも，中小企業，とくに中小法人の課税問
題に多くの困難を抱え，様ざまの制度的工夫を試みていることが明かとなった。アメリカにおけるS
法人制度，イギリスにおけるインピュティション制度や予納法人税はその典型であるが，これらを参
考としながら，わが国の非法人と法人との不均衡または中小法人と大法人とのアンバランスの問題点
を整理し，今後の中小法人課税について展望してみよう。
　3－1　中小法人課税制度の保護的側面
　3－1－1　軽減税率
　アメリカおよびイギリスにおいても，法人税には軽減税率が採用されている。アメリカでは15，25
％（基本税率34％），イギリスでは25％（基本税率35％）であり，それぞれの基本税率に対する軽減
割合は，前者が55．9％と26．5％と，後者が28．6％なっている。これを（TABLE－4）で示した日本のゲ
ースと比較して見ると，アメリカの15％の軽減税率の場合を除いてほぼ同等の軽減割合であり，税率
水準について見る限り特に問題はないと思われる。
　ただ，税制の簡素化を求める現在の税制改革の潮流と，日本の軽減税率の導入の経緯等を考慮して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　334　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第28巻第2号　1990年3月
見ると，軽減税率の存在自体ないし軽減割合について議論の余地が無いとはいい切れない。1983年
（S・58）11月の税制調査会の答申は，法人税の単一税率を適当と認め，軽減税率と基本税率との格差
の縮小を検討すべきだとしている28）。
　すでに述べたように，わが国では1955年に初めて軽減税率が導入されたが，これは大法人に利用度
の高い租税特別措置の創設とのバランスを図るためであった。当初の軽減割合は（TABLE－4）に見ら
れるように12．5％であった。その後，軽減割合は一時30％にも達したが，現在は23．5％の水準にある。
　この間，大法人に利用度の高い規定を中心とした租税特別措置の整理統合が進められ，現在では
（TABLE－7）に見られるように，法人関係の特別措置による減収額は1987年で4，550億円で，法人税
収総額13兆1，000億円の3．5％にすぎない。これを資本金規模別に見ると，資本金1億円未満の中小法
人の減収額はその負担税額の4，0％，1億円以上の法人の減収額はその負担税額の3．2％である。
　以上の数値から見ると，現在の租税特別措置の効果は全体としては，法人の規模に対してバイアス
を持つものとは断定出来ない。そうだとすれば，わが国の法人税軽減税率導入時に根拠とされた状況
は，今日では失われていることになる。また同時に，「中小法人への配慮が特別措置で十分に尽くさ
れている」と言う認識に基ずいた軽減税率廃止論も，根拠を失うことになる29）。
　法人税制に特に求められる資源配分への中立性，および複雑に入り組んだ不透明な税制の簡素化と
いう視点からすると，行き着く所は特別措置の徹底的な整理または軽減税率の廃止あるいは両者の組
み合わせということになるであろう。しかし，多くの国が税制簡素化を推進する一方で，中小企業保
護的観点から軽減税率を採用していること，わが国の特別措置の整理・合理化が全体として相当程度
進んでいること，そして軽減税率格差率がアメリカ，イギリスとほぼ同一の水準にあることを考慮す
ると，現行の軽減税率を当面のところ敢えて変更する理由は見いだし難い。しかしこのことは，今後
個々の特別措置の妥当性を問い，軽減税率を見直すことを妨げない。
　3－1－2　優遇的諸制度と取扱
　前項で見たように，わが国の租税特別措置はかなり整理・合理化が進み，現在ではそのうちの法人
税関係の減収額は4，550億円（1987）で法人税総額の3．5％にすぎない。この中で資本金1億円未満の
中小法人の利用する部分は40％である。減収額から見る限り，アメリカ・イギリスと比較して大きな
問題はないように思われるので，ここではわが国でしばしば議論の対象となっている中小企業に対す
る貸倒引当金と交際費の取扱をとりあげて見てみよう。
　　（a）貸倒引当金制度
　貸倒引当金はすでに述べたように，予想に基ずく未来費用の早期計上を意味し，それ自体が納税の
延期効果をもつが，さらに，過大に計上される場合には，課税べ一スの縮小を通じての税負担軽減効
果をもつ。日本の税法は，損金への繰入れ限度額を設定してその範囲内での費用計上を認めている。
一般法人の場合には事業区分に応じて3／1000から13／1000，資本金1億円以下の法人の場合にはその
16％増しが限度となっている。
　いま，総洗い替方式の引当金制度3°）を前提として，第1期に設定された貸倒引当fU　A，が，課税所
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得の算定時に損金算入されるとしよう。これは第2期の貸倒損失C・に備えるものである。第2期に
はA、が課税べ一スに加えられ，同時に損失発生額D、と新たに設定される引当金A、が損金算入さ
れる。
　一般に第」期に次期の貸倒損失Dゴ．、に見合う引当金Aゴが費用化され，次期に益金算入されると
言うことは，引当金制度がなければJ期に支払ったはずの法人税Aゴt，を1期だけ延納する効果がある。
　簡単化のために1期を1年として利子率をrとすれば，1年遅れて納税する時のAブt，の現在価値は
Aゴtc／（1十r）である。したがって1期延納による減税分Fゴは次式で表わされう・
　　　　Fゴ＝Aゴt。｛1－1／（1十r）｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　これに加えて，もし実際の損失発生額が引当金を下回るならば，これによる租税回避額E」は
　　　　Eゴ＝（Aj－Dゴ＋、）t。｛1－1／（1十r）｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
となる。
　わが国の中小法人に対する割増し引当金制度は，このAゴの上限を引き上げたものと言えるが，
（TABLE－6）に見られるように，この割増し制度の存在にもかかわらず，資本金1億円未満の企業の
利用率は低い。1987年の貸倒引当金残高は，（TABLE－5）が示すように3兆2，032億円であるが，この
うち，資本金1億円未満の法人分は7，617億円で全体の23．　8°／・に過ぎない。この点から見る限り，外
見上の中小法人優遇制度としての実効性は疑わしく，軽減税率に代替しうるほどの重要性をもつとは
思われない。
　　（b）交際費の特例
　交際費は1982年に損金不算入制度に切り替えられ，原則として100％が課税の対象となった。ただ
し，資本金1，000万円超～5，000万円以下の中小法人については年300万円，資本金1，000万円以下の小
法人については年400万円を限度として控除が認められている。
　（TABLE－15）に示したように，1987年の資本金5，000万円以下の中小法人の非課税交際費は2兆79
億円であるが，これにほぼ対応する資本金5，000万円未満の調査所得は9兆7，582億円で，前者は後者
の20．6％に相当する。これらの数値は交際費の特例が中小法人にとって極めて重要な役割を果してい
ることを物語っている。
　イギリスでも全額が，アメリカでもその80％が非控除交際費となっていることと考え合わせると，
費用性の上から問題の多い交際費の特例的取扱によって，中小法人の税負担に配慮するのは適切な対
応とは言えないであろう。しかも表に見られるように，調査所得に対する損金算入交際費支出の割合
（B／D）は業種別，法人別に異なり，39％から1．3％の広い範囲に分散している。このことは特例の税
負担軽減効果が大きければ大きいほど，中小法人間での新たなアンバランスの原因ともなりかねない
ことを示している。したがって，中小法人保護・育成には，交際費特例のような制度よりも，一般的
な効果を発揮する軽減税率等で対応すべきであろう。
　3－1－3　配当の重複課税の調整
　中小企業が法人形態をとる揚合の障害の1つに配当の二重課税問題がある。すでに述べたように，
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＜TABLE－15＞　業種別交際費の損金算入比率（1987年分）
区 分
?????????? ?? ???
?
? ? ? ．????? ?
その他の製造業?、?? ?? ??
料理飲食旅館業
金　融　保　険　業
不　　動　　産　　業
運輸通信公益事業?????????????
交際費支出
（全法人）
　　A
　億円
　154
　199
7，109
　494
3，171
1，664
2，994
1，171
　976
1，875
7，966
2，616
　776
1，671
1，892
2，455
4，046
　636
41，862
損金算入
額（資本
金511万
円以下）
　B　億円
　145
　　80
3，889
　278
　523
　821
1，003
　378
　528
1，135
3，757
1，976
　562
　179
1，204
　902
2，668
　95
20，079
調査所得
（全法人）
　C
　億円　　772
　1，640
23，784
　2，999
29，913
　9，446
34，978
10，958
　5，　367
14，646
39，573
13，812
　3，509
70，588
23，428
35，338
18，596
　8，113
347，460
調査所得
（資本金
5千万円
未満）
　D　億円
　389
　390
9，960
1，252
3，877
3，626
4，467
2，585
2，253
5，499
18，971
5，523
1，774
1，781
13，477
3，394
10，623
7，562
97，582
（A／C）
?。??????」。?。?。?????????????????????
????????
1
（B／C）
??． ．?? ． ． ．??．??????
????????????????
????????
1
（B／D）
?? ? ??。?? ??? ??????? ??
　（注）　1）（B）欄には資本金5，000万円の分が入るが，◎欄にはこの分が入らないので，（B／D）の比率は，若干
　　　　　過大になっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　2）　国税庁企画課編r税務統計から見た法入企業の実態』昭和62年分（1988）より作成。
イギリスではこれに対して部分統合のインピュティション制度を導入し，法人レベルで配当に支払わ
れた税額を，個人株主レベルでの所得課税の際に調整している。一方アメリカにおいては，法人形態
を維持したまま，小法人が個人所得課税を選択できるS法人制度を採用し，この問題に対処している。
　わが国では最近まで，法人レベルの支払配当に軽減税率を適用するとともに，個人株主レベルの受
取配当への課税に際して配当控除を認めるという2段階の調整を行なってきた。このうち，前段の配
当軽課制度は今回の税制改革で1990年以降，廃止となり，調整は配当控除制度に一元化された。
　配当控除制度は，配当所得を個人所得の上積みとして他の所得と総合課税する際に，課税総所得が
1，000万円以下の場合に配当所得の10％，1，000万円超の場合に5％を控除する方式である。
　この制度の下で個人株主の受取配当に課される税負担tαは，次式で現わされる。　　　　「v
　　　　td　・tc十（1－tc）ti－（1－tc）d　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　（ただし，t，は法人税率を，　tiは第i所得階層に属する個人の所得税限界税率を，　dは配当控除率を示す）
（7）式の右辺第1項は法人レベルで配当に課される税を，第2項は受取配当への個人所得税を，第3
項は配当控除を表わしている。同一の個人が非法人形態の下で，同額の配当を受取る場合と同一の税
負担にするためには，次式が成立しなければならない。
　　　　ti　＝＝　td＝tc十（1－tc）ti－（1－te）d　　　　　　　　　　　　　　　（8）
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これからt包＝tdを実現する控除率を必要控除率d＊と置いて求めて見ると
　　　　d＊i＝tc（1－ti）／（1－tc）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
となる。これは第i所得階層に属する個人株主iに対して必要な控除率であるから，d＊tと置くこと
にしよう。（9）式は所得税限界税率が高くなるほど，配当控除率が引き下げられるべきことを示して
いる31）。
　ところがわが国の制度は，課税総所得1，000万円をボーダーラインとして，10％と5％の2段階の
固定的控除率を設定しているにすぎず，その上下のそれぞれのグループ内では低い所得階層ほど，調
整率が不十分な状態となっている。もし，わが国がこの日本型の配当控除制度を貫こうとするのであ
れば，適用所得税率に対応する配当控除率表を作成して，個人株主にこれを適用する必要があろう。
このように修正される場合には，日本の方式も個人株主の税負担を配当に関して完全に調整すること
になるので，一種の「法人税・個人所得税の部分的統合」と呼びうるであろう。
　複数の配当控除率を持つ制度が煩雑に過ぎるのであれば，イギリス型のインピュティション方式へ
の移行も考えられる。この方式の下での税負担率を定式化すると次のようになる。
　　　　td＝＝tc十｛二tc十（1－tc）｝　ti－tc　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
（10）式の右辺第1項は法人レベルでの税負担を，第2項は中括弧内は法人税込みの配当を，第3項は
法人税控除を示している。結局，この個人株主の税負担は個人所得税率t彦となる。この税負担は，
控除率を所得税率に結びつけるように修正された日本型の配当控除制度の場合と等しい。
　これに対してアメリカのS法人制度は一層単純である。〈Subscription　S＞の適用を選択した法人は，
個人所得税の課税に従うことになることから，上の例と同じ条件の株主の受取配当にかかる税負担は
tiである。アメリカには一般法人に対する配当課税の調整制度は事実上，存在しないが，調整を真に
必要とする小法人には，このような調整の道が用意されているのである。配当二重課税調整の必要性
の有無が一方において議論されている点を考慮すると，このようなアメリカ方式はむしろ合理的と言
うべきかもしれない。
　以上の考察から，わが国の配当課税調整制度は，現行のままでは英・米と比較してより不完全で問・
題が多いことが明らかとなったが，この不完全性が，企業形態の選択に対して非法人成りのインセン
ティブになるとは考えにくい。
　3－1－4　事業主所得の費用化
　個人企業が法人化する誘因の1つに所得分割がある。個人所得税に従う非法人の場合，その所得
Pゴは税率tゴで課税される。この時に税負担はtゴPゴとなる。一方，同じ個人企業が法人化して法人税
に従う場合には，事業主の報酬を給与Yiとして控除できることから，その税負担T・は
　　　　Ti＝tc（PゴーYの十Yiti
となる。Pゴ＞Y・であるから，これに対応する所得税率もt」＞ttである。
所得分割無しの税負担tゴPゴと所得分割を伴った税負担Tiとの差Hゴiは
　　　　H轟＝tゴpゴー｛tc（PゴーY，）十Yitz｝
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と表わされるが，（12）式が正ならば，法人化が有利といえる。
　仮に税率間にtゴ＞tc＞ti（所得分割前の適用税率は法人税率より高く，分割後の税率は法人税率より低い）
の関係が成立しているとすれば，（12）式がプラスの値を持つことは次式から明かである。
　　　　Pゴ（tゴーtc）十Y，（t。－t‘）＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
　所得分割は事業主1人だけでなく，しばしば家族従業員をも含むから，所得分割は一層進められ適
用税率もさらに低下する。ここに法人形態に転換する大きな誘因がある。
　さらにこれに加えて，給与所得として分割された報酬は，給与所得控除の恩典にも浴するから，法
人なりには拍車がかかることになる。小法人と実質的に同規模の個人企業と比較すると，法人のこの
ような取扱は優遇的であることは否定できない。
　この法人・非法人の間の課税上の格差を調整する方法として，わが国では個人事業者に対して「み
なし法人課税」や「専従者制度」を採用している。
　「みなし法．人課税」は法人と同等の個人企業主に対して，個人形態を維持したまま法人課税のメリ
ットを享受させる目的で，租税特別措置法により1973年（S．．48）に導入された32）。青色申告制度の普
及と言うねらいもあって，非法人の青色申告者に法人課税方式を認めるものであるが，その最も重要
な意味は，個人事業主の報酬を給与として必要経費扱いする点にある93？。すでに見たようにこれは事
実上の所得分割の容認を意味し税負担軽減効果をもつ。
　また，青色申告者の家族従業員への給与についても，必要経費として控除を認める専従者制度があ
る34）。この制度も所得分割とこれを通じての税負担軽減化に役立つ。青色申告控除とみなし法人課税
制度による減収額は（TABLE－16）が示す通りであるが，年々増大し1988年では合計650億円に達して
いる。
＜TABLE－16＞　青色申告控除・みなし法人課税制度の減収額
臥＼轡
1976（S．51）
1977（S．52）
1978（S．53）
1979（S．54）
1980（S．55）
1981（S．56）
1982（S．57）
1983（S．58）
1984（S．59）
1985（S．60）
1986（S．6J）
1987（S．62）
1988（S．63）
1989（S．64）
青色申告控　　　　除
億円190
170
190
200
230
260
290
300
290
340
340
330
340
320
み　　な　　し
法人課税
億円80
80
90
120
150
160
180
180
180
190
210
270
310
300
?
計
億円270
250
280
320
380
420
470
．480
470
530
550
600
650
620
。（注）　大蔵省調べによる。
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　このような事実上の所得分割法を非法人に認めることによって，非法人と法人間の課税上の不均衡
は是正されたが，所得分割非法人と同水準の所得をもつ給与所得者との問に不均衡が生ずる結果とな
った。わが国の抱える税制上の難問の1つがここにある。
　家族・世帯単位課税制度は，所得分割による個人企業と給与所得者との税負担のアンバランスを是
正するための方策の・1つである。これは個人所得税制側からの対応であるが，上の例の家族従業員へ
の所得分害11を無意味とさせる効果的な手段である。フランス等に見られるいわゆるN分N乗方式がそ
れであり，この制度の下では例え法人化によって所得分割を行っても，世帯所得として合算課税され
るから，法人成りのメリッは薄められることになる。　　　　　　　　　　　　　　T　　　　・
　また最近の税制改革のなかで，所得税は，従来の累進税率構造を持ったタイプから，これを持たな
いフラット税率に近いタイプへと大きな変貌をとげ，法人税との税率上の格差も僅かとなった。この
点から見て特にアメリカ，イギリスにおいては，法入化のメリットは従来よりもかなり低下したと言
ってよいであろう。しかしながら，わが国の実状はこれと異なり，なお比較的に強い累進税率構造で
かつ個人を課税単位とする所得税をもっているところから，法人成り問題の解決は容易ではない。
　3－；2　中小法人課税制度のペナルティ的側面
　3－2－1　留保金課税
　わが国の同族法人に対する留保金課税についてはすでに述べたが，アメリカにもこれに類似した趣
旨による制度が存在する。個人持株会社PHC（Persohal　holding　company）がその対象である。一般
に所得が株主に分配されず，5人以下の個人によって会社の株式の50％以上が所有され，調整総所得
の少なくとも60％が持株会社の所得であるような会社は持株会社と定義され，法人税の他に50％の加
算税を課される。PHCの所得には，配当，利子，特許権使用料などが含まれる35）。
　アメリカの場合，一般法人の株主に対する配当の重複課税に対する調整（独身者について100ドル，
夫婦について200ドル）は，1987年以降廃止された。この制度自体は調整効果の薄いものに過ぎなかっ
たが，廃止によって法人・個人株主の一体化した企業が，配当の重複課税を回避する狙いで社内留保
を利用する可能性は一層強まったと見てよいであろう。その結果，課税回避の目的で設立されている
法人に対して追加課税を行なう必要が強まり，PHCへの留保金課税がその役割を担うこととなった。
　一般に，閉鎖的法人は，配当性向をできるだけ低く抑えて企業利潤を留保形態で保持しようとする
傾向が強いが，そうする場合の税負担上の有利性を定式化してみよう。いま，配当重複課税の調整制
　　　　　　　　　｛：度が無いものとして，配当性向v％の閉鎖的法人を想定するとその法人＝株主の総税負担t＊、は
　　　　t＊1＝tc十v（1－tc）ti　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　（ただし，t・は法人税率を，　tiは第i所得階層の個人の所得税限界税率を示す）
となる。この式の右辺第1項は言うまでもなく法人税負担を，第2項は個人レベルで配当への所得税
負担を表わしている。明らかに配当性向vが低いほど，’告ﾅ負担t＊・は低下し，v＝0の時，　t。とな
る。閉鎖的法人は租税目的を優先させようとすれば，当然，できるだけvを低く設定して第2項の税
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負担を最小にするであろう。
　ここにもしインピュティション制度が導入されるとすれば，総税負担t＊・は
　　　　t＊2＝tc十〔｛tc十v（1－tc）｝ti－tc〕Z　　　（Z＝Oor　1）　　　　　（1ら）
　（ただし，v＝0のときにZ＝0，　v＞0のときにZ＝1とする）
となる。v＝1の時はt＊2＝tt，　v・＝　Oの時はt＊2＝t，となるから，　t‘＞t。の場合には留保率を上昇させ
る傾向はインピュティションの下では弱められつつもなお続くであろう。
　もっとも，最近の税制改革では，法人税率と個人所得税率との格差が極めて僅少となり，所得税最
高税率と法人税基本税とが，アメリカ，イギリスのように逆転した国も見られる。t‘〈tcの場合には
もちろんのこと，留保率の引き上げに税負担軽減の効果はなくなり，逆に配当性向は高められるかも
しれない。イギリスで先頃，過剰な留保に対する課税が廃止されたが，以上の点から見て妥当な改正
と言うべきであろう。
　一方，アメリカは一般法人に対する配当課税の調整制度を持たないことから，依然として（14）式の
配当性向vの水準が閉鎖的法人の税負担に重要な意味をもち，PHCへの加算税のような対応を必要
としていることが解る。
　わが国の場合，配当課税の調整法として，一種の「部分統合方式」を採用しているが，この制度の
下での税負担をt＊3として（14），（15）式と同様の前提で求めてみると
　　　　t＊3＝tc十v（1－tc）ti－v（1－tc）d　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
　（ただし，dは配当控除率を示す）
となる。v＝0の時，　t＊3＝　tcとなり，　v＝1の時には
　　　　t＊3＝＝tc十（1－tc）　（tz－d）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
となり，すでに示したように，d＊i＝t，（1一の／（1－tc）の条件を充す控除率が与えられた場合（d＝d＊i）
にのみ，t＊3＝tiとなる。制度上の控除率dが，第i所得階層に属する株主の必要控除率d＊iを下回
る時（d＜d＊のにはt＊、＞tiとなり，留保率を高めて税負担を軽減させる傾向が強まるであろう。
むすび
　中小法人課税の困難はひとりわが国だけの問題ではなく，イギリス，アメリカも試行錯誤を繰り返
してきている。非法人・法人間のアンバランスは，実質的には個人企業に分類されるべきはずの企業
を法人化させ，本来の法人であれば起こり得ない租税回避的ビヘイどアと結びついて様ざまの問題を
引き起こしてきた。これに対処するには，中小法人のそのような行為に対して一種のペナルティ的課
税方式を用いざるを得ないというのが，各国の実状である。
　ところが他方においては，大法人と同様の課税に従う場合の小法人としてのディメリットを考慮し
て，中小法人保護的・救済的な優遇制度も組み込まれている。これは非法人の一層の法人化を促すと
ともに，小法人と同等の規模や所得をもつ個人企業および給与所得者との間に，別のアンバランスを
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もたらしている。
　これらの問題を解決するには法人税制の側からの改革のみならず，所得税制の側からの改革が整合
的に行われなくてはならないのは言うまでもない。法人税制の整備に際しては，大法人を想定してデ
ザインされた制度を単に特例や例外規定を設けて小法人向けにアレンジするのではなく，中小法人自
体を直接の対象とする課税制度を準備することが肝要であろう。ただ，わが国の178万社の法人のう
ちの174万社，97．5％にものぼる中小法人への影響を考慮すると，安易な制度変更を繰り越すことは
許されない。十分に議論を尽くした上で企業形態の選択に対して中立的で，かつ給与所得者とのバラ
ンスも維持され得るような税制の確立が求められるが，ここで試みたいくつかの提言がそのような税
制を探る手がかかりになれば幸いである。
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